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令和２年（2020年）４月３日
ユニゾホールディングス株式会社

東証一部 3258

株式会社チトセア投資による

当社株券に対する公開買付けの結果の概要
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本公開買付けの結果

株式会社チトセア投資による

当社株券に対する公開買付けは

買付予定数の86.55％のご応募をいただき

成立いたしました。

※ 令和２年（2020年）４月３日公表の下記資料をご参照ください。

• 株式会社チトセア投資公表の「ユニゾホールディングス株式会社株式（証券コード3258）に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」

• 当社公表の「株式会社チトセア投資による当社株券に対する公開買付けの結果並びに親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株

主の異動に関するお知らせ」
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〇 今後㈱チトセア投資が、本公開買付けにご応募いただけなかった株券を含め、
当社株式の全ての取得を目的とした手続きの実施を予定
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本公開買付けの結果

買付予定数 買付予定数の下限 応募株数

34,220,126株 22,813,400株 29,618,824株
（86.55%）

買付予定数の２/３以上のご応募をいただき、本公開買付けは成立
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（本公開買付けの概要）

1. 公開買付者： 株式会社チトセア投資

2. 対象者： ユニゾホールディングス株式会社

3. 株券等の種類： 普通株式

4. 買付予定の株券の数： 買付予定数 34,220,126株

買付予定数の下限 22,813,400株

買付予定数の上限 無し

5. 買付価格： 普通株式１株につき、6,000円

6. 買付期間： 令和元年（2019年）12月24日～令和２年（2020年）４月２日まで（64営業日）

7. 決済開始日： 令和２年（2020年）４月10日

8. 決済方法： 公開買付代理人（東海東京証券株式会社）から応募株主等（外国人株主の場合はその常

人代理人）の指定した銀行口座へ送金
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今後の見通し

当社の株主を㈱チトセア投資のみとする予定
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 ㈱チトセア投資は本公開買付けの決済完了後速やかに、当社株式の併合及び単元株

式数の定めを廃止する旨の定款変更等を付議議案とする臨時株主総会開催を当社に

要請する予定（「株式併合」）

 株式併合議案が承認され、株式併合の効力発生後、裁判所の許可を経て、㈱チトセア

投資又は当社は、当社株主全員が本公開買付けに応募した場合と同額を受領できるよ

う、手続を進める予定

 上記株式併合議案の承認を経て、当社株式は上場廃止となる予定

 具体的手続・時期等については、㈱チトセア投資と協議の上、決定次第速やかに公表
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免責事項

本資料の取り扱いについて

本資料は、株式会社チトセア投資による当社株券に対する公開買付けの結果等をご説明する
ための参考資料です。令和２年（2020年） ４月３日に株式会社チトセア投資が公表した「ユニゾ
ホールディングス株式会社株式（証券コード3258）に対する公開買付けの結果に関するお知ら
せ」、同日当社が公表した「株式会社チトセア投資による当社株券に対する公開買付けの結果
並びに親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」をご参照くだ
さい。

本資料に記載された情報は、公開情報を含め当社が信頼できると判断した情報源から入手し
ておりますが、当社は、その正確性、完全性、適切性、網羅性等について何ら保証するもので
はありません。

本資料には、当社及び当社グループに関連する見通しその他の将来に関する記述が含まれて
います。これらの将来に関する記述は、将来の事象や動向に関する現時点での仮定に基づくも
のであり、当該仮定に基づく見通しなどが結果的に正しくなるという保証はありません。様々な
要因により、実際の結果が本資料の記載と著しく異なる可能性があります。

本資料は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み又は買付けの申込み
の勧誘を構成するものでも、これらの勧誘行為を行うためのものでもなく、いかなる契約、義務
の根拠となり得るものでもありません。
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